
令和５年度運営指導結果の概要 

 

令和５年度においては、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律における新型コロナウイルス感染症の位置付けが５類感染症となったことに

伴い、訪問による運営指導の実施数をコロナ禍前と同程度の水準である、地域密着

型サービスを５０事業所、居宅サービスを４事業所、居宅介護支援を１９事業所及

び施設サービスを６事業所の合計７９事業所に対して実施しました。 

運営指導における主な指摘事項は、次のとおりでした。これらについては、それ

ぞれの事業所に対して改善を求めました。 

 

Ⅰ 地域密着型サービス 

１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

（運営に関すること） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成していない事例が認められた。 

・介護・医療連携推進会議における報告、評価、要望、助言等についての記録を

作成していない。 

・介護・医療連携推進会議における報告、評価、要望、助言等についての記録を

公表していない。 

・事業所が自ら提供するサービスについて評価・点検（自己評価）を行い、自己

評価結果について、介護・医療連携推進会議において第三者の観点からサービ

スの評価（外部評価）を行っていない。 

 

２ 夜間対応型訪問介護 

（運営に関すること） 

・夜間対応型訪問介護の提供において、居宅サービス計画に沿った内容でサー

ビスを提供していることが事業所に保管する書類等からは確認できない。 

・夜間対応型訪問介護計画の作成に際し、当該夜間対応型訪問介護計画の内容

について、利用者の同意を得たことが、事業所に保管する書類等からは確認で

きない事例が認められた。 

・サービス担当者会議等において利用者の家族の個人情報を用いることについ

て、文書により同意を得ていない事例が認められた。 

 

３ 地域密着型通所介護 

（人員に関すること） 

・生活相談員について、指定地域密着型通所介護の提供日ごとに必要な数の生

活相談員を配置していない事例が認められた。 

・生活相談員としての資格要件を満たさない者を、生活相談員の員数に含めて

配置している事例が認められた。 

・機能訓練指導員を配置していない月が認められた。 

（運営に関すること） 

・指定地域密着型通所介護の提供の開始に際し、利用申込者又はその家族に対



し、重要事項を記した文書を交付して説明を行い、利用申込者の同意を得てい

ることが確認できない事例が認められた。 

・重要事項を記した文書を利用申込者又はその家族に対して交付していること

が、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・指定地域密着型通所介護の提供の開始に当たり、利用者の提示する被保険者

証を確認していない事例が認められた。 

・指定地域密着型通所介護の提供において、居宅サービス計画に位置付けられ

た曜日及び時間帯とは異なる曜日及び時間帯に指定地域密着型通所介護を提

供した事例が認められた。 

・指定地域密着型通所介護の提供において、地域密着型通所介護計画に記載さ

れている曜日及び時間帯と異なる曜日及び時間帯にサービスを提供した事例

が認められた。 

・地域密着型通所介護計画の作成及び変更に際し、利用者の心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえていることが、事業所に保管する書類等か

らは確認できない事例が認められた。 

・地域密着型通所介護計画にサービスを提供する曜日及び時間を記載していな

い事例が認められた。 

・地域密着型通所介護計画が居宅サービス計画の内容に沿って作成されていな

い事例が認められた。 

・地域密着型通所介護計画を利用者に交付したことが、事業所に保管する書類

等からは確認できない事例が認められた。 

・地域密着型通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の

記録を行っておらず、その実施状況や評価について利用者又はその家族に説

明していることが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認め

られた。 

・地域密着型通所介護従業者の勤務の体制を定めた勤務表について、地域密着

型通所介護従業者の日々の勤務時間、専従の生活相談員、介護職員及び機能訓

練指導員（それぞれの勤務時間帯を含む。）の配置を明確にしていない。 

・地域密着型通所介護従業者の勤務の体制を定めた勤務表について、管理者が

生活相談員又は介護職員として勤務する場合の兼務関係を明確にしていない。 

・地域密着型通所介護従業者の勤務の体制を定めた勤務表について、生活相談

員が介護職員として勤務する場合の兼務関係を明確にしていない。 

・職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものにより地域密着型通所介護従業者の就業環境が害

されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じていない。 

・非常災害に関する具体的計画（消防法施行規則（昭和 36 年 4 月 1 日号外自治

省令第 6 号）第 3 条にいう消防計画及び風水害、地震等の災害に対処するた

めの計画をいう。）を定めていない。また、定期的に避難、救出その他必要な

訓練を行っていない。 

・サービス担当者会議等において利用者の家族の個人情報を用いることについ

て、文書により同意を得ていない事例が認められた。 



・運営推進会議を開催していない事例が認められた。 

・運営推進会議を利用者、利用者の家族、地域住民の代表者及び地域密着型通所

介護について知見を有する者の参加を得ずに開催している事例が認められた。 

・運営推進会議における報告、評価、要望、助言等についての記録を作成してい

ない事例が認められた。 

・運営推進会議における報告、評価、要望、助言等についての記録を公表してい

ない事例が認められた。 

・指定地域密着型通所介護の提供により発生した事故について、区に連絡を行

っていない事例が認められた。 

（介護給付費の算定及び取扱いに関すること） 

・入浴介助を行っていない利用者に対して入浴介助加算を算定している事例が

認められた。 

・入浴介助加算（Ⅱ）の算定にあたり、指定地域密着型通所介護事業所の機能訓

練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して個

別の入浴計画を作成したことが事業所に保管する書類等からは確認すること

ができない事例が認められた。 

・個別機能訓練を行う時間帯を通じて必要な数の理学療法士等を配置していな

いにもかかわらず、個別機能訓練加算を算定している事例が認められた。 

・個別機能訓練加算の算定にあたり、個別機能訓練計画を作成せずに実施した

個別機能訓練について個別機能訓練加算を算定した事例が認められた。 

・個別機能訓練加算の算定にあたり、個別機能訓練を行っていない日について

個別機能訓練加算を算定した事例が認められた。 

・口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）の算定において、利用者の口腔の健康状

態及び栄養状態に関する情報を文書等により当該利用者を担当する介護支援

専門員に提供していることが、事業所に保管する書類等からは確認できない

事例が認められた。 

・科学的介護推進体制加算の算定に係る情報を厚生労働省に提出していないに

もかかわらず、当該加算を算定している事例が認められた。 

・利用者の居宅と指定地域密着型通所介護事業所との間の送迎を行っていない

場合において、送迎を行わない場合の減算を適用していない事例が認められ

た。 

（変更の届出等） 

・運営規程の変更があったにもかかわらず、届出を行っていない。 

・食堂及び機能訓練室の区画に変更があったにもかかわらず、届出を行ってい

ない。 

・食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室の用途を変更したにもかかわら

ず、届出を行っていない。 

 

４ （介護予防）認知症対応型通所介護 

（基本方針に関すること） 

・利用者が認知症であることについて医師の診断等により確認したことが、事



業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

（運営に関すること） 

・指定認知症対応型通所介護の提供の開始に際し、利用申込者又はその家族に

対し、重要事項を記した文書を交付して説明を行い、利用申込者の同意を得た

ことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・認知症対応型通所介護計画にサービスを提供する曜日及び時間帯が記載され

ていない事例が認められた。 

・認知症対応型通所介護計画の実施状況及び評価を利用者又はその家族に説明

していることが、事業所に保管する書類等からでは確認できない事例が認め

られた。 

 ・サービス担当者会議等において利用者の家族の個人情報を用いることについ

て、文書により同意を得ていない事例が認められた。 

 ・指定認知症対応型通所介護の提供により発生した事故について、区に連絡を行

っていない事例が認められた。 

（介護給付費の算定及び取扱いに関すること） 

・入浴介助加算（Ⅱ）を算定している利用者について、当該利用者の居宅の浴室

における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価していない事例が認められ

た。 

 

５ （介護予防）小規模多機能型居宅介護 

（運営に関すること） 

・居宅サービス計画の作成に当たって行うアセスメントを、利用者の居宅を訪

問し、利用者及びその家族に面接して行っていることが、事業所に保管する書

類等からは確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の作成及び変更に際し、サービス担当者会議を開催してい

ない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の作成及び変更に際し、サービス担当者会議を欠席した担

当者に対して、照会により意見を求めたことが、事業所に保管する書類等から

は確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の作成及び変更に際し、サービス担当者会議を欠席した担

当者に対して、照会により意見を求めた理由が事業所に保管する書類等から

は確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の変更に際し、居宅サービス計画の原案の内容について、文

書により利用者の同意を得ていない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の作成及び変更に際し、当該居宅サービス計画を利用者及

び担当者に交付したことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事

例が認められた。 

・居宅サービス計画の作成及び変更に際し、担当者に対して、個別サービス計画

の提出を求めたことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が

認められた。 

・モニタリングにおいて、利用者の居宅を訪問し、当該利用者に面接しているこ



とが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・モニタリングの結果を記録していない事例が認められた。 

・居宅サービス計画に医療サービスを位置付けた場合に、主治の医師の意見を

求めたことが事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画に医療サービスを位置付けた場合に、当該居宅サービス計

画を主治の医師に交付したことが事業所に保管する書類等からは確認できな

い事例が認められた。 

・居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付けた場合に、居宅サービス計画に

福祉用具貸与が必要な理由を記載していない事例が認められた。 

・居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付けた場合に、継続して福祉用具貸

与を受ける必要性について検証していない事例が認められた。 

・小規模多機能型居宅介護計画の作成及び変更に際し、小規模多機能型居宅介

護計画の内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を

得たことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・小規模多機能型居宅介護計画の作成及び変更に際し、小規模多機能型居宅介

護計画を利用者に交付したことが、事業所に保管する書類等からは確認でき

ない事例が認められた。 

・従業者の勤務の体制を定めた勤務表について、従業者の常勤・非常勤の別を明

確にしていない事例が認められた。 

・従業者の勤務の体制を定めた勤務表について、管理者が介護職員又は介護支

援専門員として勤務する場合の兼務関係を明確にしていない事例が認められ

た。 

 

６ （介護予防）認知症対応型共同生活介護 

（人員に関すること） 

・夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯並びに夜間及び深夜の時間帯に共同生活

住居ごとに指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供のために置かれ

た介護従業者について、必要な員数を確保していることが確認できない事例

が認められた。 

（運営に関すること） 

・利用者の被保険者証に入居の年月日、入居している共同生活住居の名称及び

退去の年月日を記載していない事例が認められた。 

・指定認知症対応型共同生活介護を提供した際の提供した具体的なサービスの

内容及び実施時間を記録していない事例が認められた。 

・利用者から支払いを受けた費用の額に係るサービス提供に当たって、あらか

じめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明

を行い、利用者の同意を得たことが事業所に保管する書類から確認できない

事例が認められた。 

・身体的拘束等の適正化を図るために講じるべき措置について、身体的拘束等

の適正化のための対策を検討する委員会を 3月に 1回以上開催していない。 

 ・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会で報告された事例及び



分析結果を従業者に周知したことが事業所に保管する書類等からは確認でき

ない状況が認められた。 

・認知症対応型共同生活介護計画の作成及び変更に際し、利用者の心身の状況

及びその置かれている環境を踏まえた上で作成したことが、事業所に保管す

る書類等からは確認できない事例が認められた。 

・認知症対応型共同生活介護計画を利用者に交付したことが、事業所に保管す

る書類等からは確認できない事例が認められた。 

・介護従業者の勤務の体制を定めた勤務表について、介護従業者の常勤・非常勤

の別を明確にしていない事例が認められた。 

・介護従業者の勤務の体制を定めた勤務表について、管理者が介護従業者とし

て勤務する場合の兼務関係を明確にしていない事例が認められた。 

・指定認知症対応型共同生活介護の提供に伴い発生した事故について、区に連

絡していない事例が認められた。 

・運営推進会議における報告、評価、要望、助言等についての記録を公表してい

ない事例が認められた。 

（介護給付費の算定及び取扱いに関すること） 

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を 3 月に 1 回以上開催

していない場合において、身体拘束廃止未実施減算として所定単位数から減

算するべき事例が認められた。 

 

７ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

（運営に関すること） 

・施設サービス計画の作成及び変更に際し、アセスメントに当たって入居者及

びその家族に面接して行ったことが、施設に保管する書類等からは確認でき

ない事例が認められた。 

・施設サービス計画の変更に際し、施設サービス計画の原案の内容について入

居者又はその家族に対して説明し、文書により入居者の同意を得ていない事

例が認められた。 

・施設サービス計画を作成及び変更した際に、当該施設サービス計画を入居者

に交付したことが、施設に保管する書類等からは確認できない事例が認めら

れた。 

・モニタリングを定期的に入居者に面接して行い、モニタリングの結果を記録

していることが、施設に保管する書類等からは確認できない事例が認められ

た。 

・昼間（午後 10 時から翌日の午前 5 時までを含めた連続する 16 時間である夜

勤時間帯に含まれない連続する 8 時間をいい、原則として施設ごとに設定す

るものをいう。）について、ユニットごとに常時 1人以上の介護職員又は看護

職員を配置していることが、施設に保管する書類等からは確認できない状況

が認められた。 

・指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供により発生した事故

について、区に連絡を行っていない事例が認められた。 



 ・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会で報告された事例及び

分析結果を従業者に周知したことが、施設に保管する書類等からは確認でき

ない状況が認められた。 

 

８ 看護小規模多機能型居宅介護 

（運営に関すること） 

 ・運営推進会議について、利用者、地域住民の代表者、あんしんすこやかセンタ

ーの職員、看護小規模多機能型居宅介護について知見を有する者の参加を得

ずに開催している事例が認められた。 

・居宅サービス計画の変更に際し、サービス担当者会議を欠席した担当者に対

して、照会により意見を求めた理由が事業所に保管する書類等からは確認で

きない事例が認められた。 

・モニタリングにおいて、利用者の居宅を訪問し、当該利用者に面接しているこ

とが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付けた場合に、居宅サービス計画に

福祉用具貸与が必要な理由を記載していない事例が認められた。 

 

Ⅱ 居宅サービス 

１ （介護予防）短期入所生活介護 

（運営に関すること） 

 ・重要事項を記した文書を利用申込者又はその家族に対して交付して同意を得

たことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・短期入所生活介護計画を利用者に交付したことが、事業所に保管する書類等

からは確認できない事例が認められた。 

 

Ⅲ 居宅介護支援 

（運営に関すること） 

・指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族

に対し、重要事項を記した文書を交付して説明を行ったことが、事業所に保管

する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族

に対し、重要事項を記した文書を利用申込者に交付して同意を得たことが、事

業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者は複数の指定居宅

サービス事業者等を紹介するよう求めることができること等につき説明を行

ったことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の作成及び変更に当たって行うアセスメントを、利用者の

居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して行っていることが、事業所に保

管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の変更に際し、サービス担当者会議を開催していない事例

が認められた。 



・居宅サービス計画の作成及び変更に際し、サービス担当者会議を欠席した一

部の担当者に対して、専門的な見地からの意見を求めていることが事業所に

保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の作成及び変更に際し、サービス担当者会議を欠席した一

部の担当者に対して、照会により意見を求めた理由が事業所に保管する書類

等からは確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の変更に際し、居宅サービス計画の原案の内容について、文

書により利用者の同意を得ていない事例が認められた。 

・居宅サービス計画の作成及び変更に際し、当該居宅サービス計画を利用者及

び担当者に交付したことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事

例が認められた。 

・居宅サービス計画の変更に際し、担当者に対して個別サービス計画の提出を

求めたことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められ

た。 

・モニタリングの結果を記録していない事例が認められた。 

・利用者が要介護更新認定を受けた場合に、サービス担当者会議を開催したこ

とが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合に、サービス担当者会議

を開催していない事例が認められた。 

・居宅サービス計画に医療サービスを位置付けた場合に、主治の医師に意見を

求めたことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認められ

た。 

・居宅サービス計画に医療サービスを位置付けた場合に、意見を求めた主治の

医師に当該居宅サービス計画を交付したことが、事業所に保管する書類等か

らは確認できない事例が認められた。 

・居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場合に、その利用の妥当性の

検討をしたことが、事業所に保管する書類等からは確認できない事例が認め

られた。 

・居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付けた場合に、居宅サービス計画に

福祉用具貸与が必要な理由を記載していない事例が認められた。 

・居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付けた場合に、継続して福祉用具貸

与を受ける必要性について検証していない事例が認められた。 

・介護支援専門員について、日々の勤務時間及び管理者との兼務関係を明確に

した勤務表を作成していない。 

・サービス担当者会議等において、利用者の家族の個人情報を用いる場合に、当

該利用者の家族の同意を得たことが、事業所に保管する書類等からは確認で

きない事例が認められた。 

（介護給付費の算定及び取扱いに関すること） 

・運営基準減算に該当するにもかかわらず、減算を行っていない事例が認めら

れた。 

・特定事業所集中減算の判定に係る書類を作成していない事例が認められた。 



・病院又は診療所に入院していない利用者について、入院時情報連携加算を算

定している事例が認められた。 

・病院に入院していた利用者の退院に当たって、当該病院の職員と面談を行い、

当該利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により 1 回

しか受けていないにもかかわらず、退院・退所加算(Ⅱ)イを算定している事例

が認められた。 

・利用者が居室（入居施設）において医師の診察を受けたときに介護支援専門員

が同席し、当該利用者に係る情報の提供を行った場合において、通院時情報連

携加算を算定している事例が認められた。 

・入院中の利用者の退院カンファレンスに介護支援専門員が同席し、当該利用

者に係る情報の提供を行った場合において、通院時情報連携加算を算定して

いる事例が認められた。 

 

Ⅳ 施設サービス 

１ 介護老人福祉施設 

（運営に関すること） 

・施設サービス計画の作成に当たって、アセスメントを行ったことが、施設に保

管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・施設サービス計画の作成及び変更に際し、施設サービス計画の原案について、

文書により入所者の同意を得ていない事例が認められた。 

・施設サービス計画の作成及び変更に際し、当該施設サービス計画を入居者に

交付したことが、施設に保管する書類等からは確認できない事例が認められ

た。 

・モニタリングにおいて、定期的に入所者に面接して行っていることが、施設に

保管する書類等からは確認できない事例が認められた。 

・指定介護福祉施設サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、入居申込者又は

その家族に対し、重要事項を記した文書を交付して同意を得たことが、施設に

保管されている書類等からは確認できない事例が認められた。 

・指定介護老人福祉施設の従業者の秘密保持について必要な措置を講じていな

い事例が認められた。 

・指定介護老人福祉施設の従業者の勤務の体制を定めた勤務表について、生活

相談員が介護職員として勤務する場合の兼務関係を明確にしていない事例が

認められた。 

（介護給付費の算定及び取扱いに関すること） 

・精神科を担当する医師による定期的な療養指導が月に 1 回しか行われていな

いにもかかわらず、精神科を担当する医師に係る加算を算定した事例が認め

られた。 

 ・機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同し

て、入居者ごとに個別機能訓練計画を作成していることが、施設に保管する書

類等からは確認できない事例が認められた。 

・褥瘡が発生するリスクがあるとされた入居者ごとに、医師、看護師、介護職員、



管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する

褥瘡ケア計画を作成していることが、施設に保管する書類等からは確認でき

ない事例が認められた。 

・排せつに介護を要する入居者であって、適切な対応を行うことにより、要介護

状態の軽減が見込まれるものについて、医師、看護師、介護支援専門員その他

の職種の者が共同して、当該入居者が排せつに介護を要する原因を分析し、そ

れに基づいた支援計画を作成していることが、施設に保管する書類等からは

確認できない事例が認められた。 

 

２ 介護老人保健施設 

（運営に関すること） 

・施設サービス計画の作成及び変更に際し、当該施設サービス計画の原案の内

容について、文書により入所者の同意を得ていない事例が認められた。 

・モニタリングにおいて、定期的に入所者と面接を行ったことが、施設に保管す

る書類等からは確認できない事例が認められた。 

・入所者の被保険者証に、入所の年月日並びに入所している介護保険施設の種

類及び名称を記載していない事例が認められた。 

・入所者の被保険者証に、退所の年月日を記載していない事例が認められた。 


